
 

１８年９月１４日 
金融広報中央委員会 

（事務局：日本銀行情報サービス局内） 
 

金融広報中央委員会に「金融教育プラザ」を設置する件 
 
１．設置目的 
  金融教育の分野における調査・研究および各種事業の企画・実施を行い、金融教育の普及に役立

つノウハウの蓄積および教育関係者の支援を行うため設置。 
 
２．設置理由 
（１）金融教育に対する社会的要請が高まっており、そうしたニーズに応えるため、当委員会として

も金融教育支援部署の機能充実が必要となっていること。 
（２）現在策定作業を進めている「金融教育プログラム」（来年３月頃公表予定）を通じて、学校に

おける金融教育をさらに普及することができると見込まれること。 
  ―― 「金融教育プログラム」は、学校における金融教育を推進するため、学習指導要領に基づき一

層効果的な指導ができるものを目指している。 
（３）金融教育を効果的に進めるうえでは、関係機関や学校関係者との連携強化が必要とされており、

当委員会はそうしたネットワークの要としての機能発揮を期待されていること。 
 
３．組織の位置付け 
（１）「金融教育プラザ」は、金融広報中央委員会事務局内に設置。 
（２）「金融教育プラザ」の長は、「金融教育プラザ・リーダー」と呼称。 
（３）「金融教育プラザ」の要員は、リーダーを含め９名（現教育広報担当所属員を充当） 
 
４．設置日 

１０月２日（月） 
 
５．業務内容 
（１）学校教育で活用できる金融教育プログラムの策定およびその普及に関する事務の企画・実施等 
（２）金融・金銭教育研究校の支援強化および学校教育関係者との連携強化等 
（３）教員・保護者向け各種教材の新規作成等 
（４）学校における金融教育の実践事例の収集・公表等 
（５）金融教育公開授業・教員セミナーの企画・実施等、 
（６）中学生向け作文、高校生向け小論文、教員向け小論文コンクールの実施等 
（７）その他、金融教育の普及に資する業務（講演、寄稿等）および他機関・他団体との連携強化等 

以 上 

 
本件問い合わせ先：金融広報中央委員会事務局（日本銀行情報サービス局内） 
         企画役 園田耕三（TEL: 03-3277-1065、E-mail: kouzou.sonoda@boj.or.jp） 
                  企画役 岡崎竜子（TEL: 03-3277-2563、E-mail: ryouko.okazaki@boj.or.jp） 



（付） 
 

主な教育関係向け金融教育・広報活動 
（１８年度） 

 
１．金融教育プログラム 
学校における金融教育の実践促進に向け、学習指導要領に則した体系的プ

ログラムの策定に着手（本年３月）。 
これまでに小・中・高校別の分科会を各々４回程開催したほか、分科会責

任者会議、検討委員会も適宜開催し、全体調整も実施。現在、各担当者が鋭

意執筆中。１１月には第２回のアドバイザリー・グループ会議（第１回は５

月開催）を開催し、内容を確定の予定。 
 
２．金融教育公開授業 
  教育関係者､保護者、地域の方々に金融教育の授業実践を公開し、その重要

性を理解頂くため、「金融教育元年」と位置付けた１７年度から開始（全国

２１ヵ所の幼稚園、小・中・高校で開催）。１８年度も「みんなでつくる金

融教育」の下、２９ヵ所で開催予定。 
 
３．教員のための金融教育セミナー 
  本年も７月に、小・中・高校の教員を対象に金融教育の実践事例紹介やこ

れに基づく討議､関連テーマでの講演を実施。近年の関心の高まりを受けて、

参加者は昨年（１１１名）を大幅に上回る１９３名に達した。 
 
４．作文・小論文コンクール 
  １８年度も、中学生向け作文、高校生向け小論文、教員向け小論文コンク

ールを継続実施。 
 
５．金融教育フェスティバル 
  １７年度から、教育関係者のほか一般の方々にも金融教育への関心を高め

てもらうため、シンポジウムや各種セミナー等を複合的に組み合わせたイベ

ントを開催。本年も１２月２日（土）に開催予定。 
 

以 上 



 

「金融教育プログラム検討委員会」の概要 

 
  1．組織図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 ２．検討委員会メンバー一覧 

  （１）座長 工藤文三 国立教育政策研究所初等中等教育研究部長 

  （２）委員 大杉昭英 文部科学省初等中等教育局視学官 

北 俊夫 岐阜大学教育学部教授 

河野公子 聖徳大学生活文化学科教授 

佐藤正志 狛江市立緑野小学校校長 

白石求生 練馬区立豊玉中学校校長 

西村隆男 横浜国立大学教育人間科学部教授 

藤井正俊 東京都立富士高等学校校長 

水上慎士 早稲田大学ファイナンス研究センター教授  

   （３）オブザーバー  

常盤 豊 文部科学省初等中等教育局教育課程課長 

        別府充彦 内閣府大臣官房企画調整課長 

         大脇広樹 内閣府経済社会総合研究所総務部長 

        井内正敏 内閣府国民生活局消費者企画課長 

（４）幹事  古澤知之 金融庁総務企画局政策課政策調整官 

   （５）事務局  金融広報中央委員会事務局内 

 

３．分科会 

  小学校、中学校、高等学校ごとに設置。 

 

４．アドバイザリー・グループ 

  検討委員会の要請により設置。 

 

以 上 

ア ドバ イザ リー ･グループ会議

検 討 委 員 会

小学校分科会 中学校分科会 高等学校分科会



 




